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八尾市障害者施設等整備の進め方の手引き
八尾市健康福祉部障がい福祉課
　　

　　　この「手引き」は、平成17年10月5日付け厚生労働省通知「社会福祉施設等施設整備費の国庫負担（補助）について」及び平成13年7月23日付け厚生労働省通知「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底について」に基づき、当課所管の障がい児・者施設等の設置主体となる社会福祉法人（以下、「法人」という。）等が施設整備を行う際の手引きとして作成したものである。
１．八尾市の公費を投入して改修の整備等を行うものであるため、八尾市の公共建築工事における契約手続の取扱いに準拠しなければならないこと。
２．八尾市の補助事業を適正に遂行するにあたって、特に下記の点に留意すること。

（1）整備等に係る契約手続がこの「手引き」の定めによらずに不適正に行われた場合には、当
　　　該事業の補助金の交付を行わない。また、補助金交付決定後に、整備に係る契約手続が
　　　この「手引き」の定めによらずに不適正に行われていたことが判明した場合には、当該
　　　事業の補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の全部又は一部の返還を求
　　　めることがある。

（2）補助金交付決定後、やむを得ない事情により、事業に要する経費の配分、事業の内容（事業費、設計図書・図面、面積表等）等に変更が生ずる場合には、必ず事前に八尾市に申し出ること。無断変更は一切認めない。

（3）補助金に係る八尾市からの交付決定前になされた契約に基づく整備については、補助の対象にならないので、注意すること。工事請負契約締結に係る入札等手続については、八尾市補助金の内示後に着手すること。
（4）補助事業の執行にあたっては、一人の担当者だけが関与しているという体制は絶対に避け､法人内で理事長、理事、監事、評議員及び事務員間における意志疎通の確保、連絡体制の整備に努めなければならない。

（5）工事の大小に関わらず、地元住民に対し工事内容を説明すること。また建設担当課や消防部局、関係機関との調整等を要する場合は法令を遵守し、適切に対応すること。
（6）整備等事業を行うために締結する契約の相手方及び関係者から寄付金等の資金提供を受　　　　けることは、共同募金会に対してなされた指定寄付金の場合を除き、認められないので　　　　留意すること。

※　この「手引き」において、八尾市に届出又は提出すべきこととされている事項及び届出又
は提出の時期については、P1１～P1２の[ ５　八尾市への届出事項及びその時期（まとめ） ]に一括して掲載しているので参照のこと。
届出及び提出先は、すべて八尾市健康福祉部障がい福祉課とする。

　※　八尾市へ提出した書類の控えはもとより、提出の不要な書類（設計図書、入札書及び内訳
　　　書等）も必ず保管すること。なお、これらの補助事業に係る一件書類は、補助事業完了後
　最低でも５年間は保管しておくこと。

	一般競争入札の実施

　(1)　一般競争入札とは、公告により、一定の資格を有する不特定多数の希望者を競争に参加させ、その中から最も有利な条件を提示した者と契約を締結する方法をいう。

　(2)　このたびの整備等は、八尾市の公費により補助金を投入して改修等を行うものであるため、事業を行うために締結する契約については、八尾市の公共建築工事における契約手続の取扱いに準拠し、この「手引き」の定めに従って一般競争入札による契約手続をとること。
契約手続きには、公平性・透明性・競争性・客観性を確保しなければならない。


(1)　スケジュ－ル表の作成及び八尾市への提出

工事の着工までの具体的な手続については、(2)以下に示すところであるが、法人は、次に掲げる事項の実施予定に関する「スケジュ－ル表（様式１）」をあらかじめ作成し、八尾市に届け出ること。

　　　ア　入札参加業者募集の公告

　　　イ　入札参加申請書の受付

　　　ウ　入札参加業者の決定

　　　エ　設計図書等の交付及び工事概要等の説明

　　　オ　入札の実施
　　　カ　予定価格の公表（事後公表）
　　　キ　工事請負契約の締結
　　　ク　上記を実施するための理事会等の開催
　　　ケ　工事着工に必要な法的手続き等（建築確認申請手続き等）
コ　工事の着工（予定時期）
サ　その他必要事項（独立行政法人福祉医療機構に対する借入申込等）
　　
(2)　入札に参加する業者に必要な資格（入札参加資格）の決定

　ア　入札参加資格の決定

　　　　　工事の入札に参加する業者に必要な資格（入札参加資格）は、公費による補助事業
を受注するにふさわしく、当該工事を完全かつ適正に履行できる能力、技術及び実績
等を有する業者が選定されるよう、イの要件に十分留意し理事会又は役員会（以下「

理事会等」という。）を開催して、その議決をもって決定すること。

　　　
イ　入札参加資格として設定すべき要件及び設定が考えられる要件

　　入札参加資格の決定にあたって、(ｱ)の要件は原則全て設定すること。
　　　　その他の入札参加資格としては、(ｲ)の要件の設定が考えられるので、これを参考にしつ
つ入札参加資格を決定すること。

　　　(ｱ)　入札参加資格として設定すべき要件（必須項目）
　　　　ａ　地方自治法施行令第１６７条の４第１項に定める要件に該当しない者。
ｂ　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再生

手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。
ｃ　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項又は第2項の規定による更生手

続開始の申立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事

件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号）第30条第1項又は
第2項の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。
ｄ　一般競争入札の公告の日（以下「公告の日」という。）までに、建設業法（昭和24年
法律第100号）別表第一の上欄に掲げる建設工事の種類（以下「業種」という。）のう
ち発注工事に対応する業種（以下「対応業種」という。）について、同法第３条第６項に規定する一般建設業又は特定建設業の許可を受けた者であること。
ｅ　公告の日から開札の日までの期間において、建設業法による営業停止の行政処分等を受けていない者であること。
ｆ　入札を実施する前に、法人に対して工事費を提示し、又は、工事費について交渉を行
うなど、正常な一般競争入札の執行を妨げる営業活動等を行うおそれがない者。
　　　　ｇ　当該法人の理事長又は理事若しくはこれらの者の親族（６親等以内の血族、配偶者

及び３親等以内の姻族）が役員に就いている業者など、当該法人の理事長又は理事等
が特別の利害関係を有する業者でない者。
　　　　ｈ　対象工事に係る設計業務等の受注者でなく当該受注者と資本又は人事面において
関連がない者。
　　　　
　　　(ｲ)　入札参加資格として設定が考えられる要件（法人が任意に追加できる項目）
　　　　a　入札に参加する業者の工事の実績、従業員の数、資本の額、その他の経営の規模及び
状況に関する要件。
（例）資本金○○○円以上、従業員数○○人以上、など

　　　　b　入札に参加する業者の事業所の所在地に関する要件。
　　　　　（例）八尾市内に主たる事業所を有する者、など

　　　　c　入札に参加する業者の工事実績及び技術的適性の有無に関する要件。
　　　　　　（例） 過去バリアフリーに配慮した建設事業を受注し、完全に履行した経歴を有している者、建築一式工事に係る経営事項審査の結果の総合評定値が○○点以上の者、など。
　　　　　　　　※総合評定値を採用要件とする場合は、入札参加資格登録時の総合評点とすること。
(3)　入札参加業者募集の公告

ア　入札参加業者募集の公告

　　　(ｱ)　公告事項（入札参加資格を含む）は、理事会等を開催してその議決をもって決定する
こと。（事前に市担当者に相談のこと。）
(1) 公告の方法としては、法人事務所等の玄関前への掲示、法人ホームページへの掲載、
新聞などの広報媒体への掲載等の方法が考えられる。

　　　（八尾市の公共建築工事においては、公告期間は概ね１０日間程度、入札参加申請書の受
付期間は概ね２日間程度としている。）

(3) 公告事項の内容及び公告の方法は、理事会等の議事録を添付して、「入札参加業者募集の公告事項（様式２）」により必ず公告前に八尾市へ届け出ること。
イ　公告事項

　　　公告すべき事項（公告事項）は、次のとおりとする。

　　　(ｱ)　入札に参加する業者に必要な資格（入札参加資格）

· 入札参加資格は、上記(2)に規定する理事会等の決定に基づき、入札の透明性及び
公平性を確保する観点から、具体的に記載しておくこと。

　　　(ｲ)　入札参加申請書の配布場所、及び提出先

　　　(ｳ)　入札参加申請書の受付期間

　　　(ｴ)　入札を実施する日時、及び場所

　　　(ｵ)　入札に付そうとする契約の内容（工事の概要等）

　　　(ｶ)　入札の無効に関する事項
・入札参加資格のない者のした入札行為又は入札に関する条件に違反した入札行為は無効とする旨（※他の入札行為により有効に成立する場合、入札そのものは「有効」と取り扱って差し支えない。）
・入札参加業者が２者以上集まらない場合は、公告からやりなおすとする旨を記載しておくこと等。
　　　(ｷ)　予定価格（＊最低制限価格を設定する場合は最低制限価格を含む）の公表方法、公表日時及び公表場所
　　　(ｸ)　その他必要な事項

※　当該契約につき必要な条件（支払時期、契約時期等）について記載しておくこと。

※　落札業者となりうる業者が2者以上ある場合は、必ずくじ引きで落札業者を決定する旨を記載すること(入札者は、くじを引くことを辞退することはできない)
(4)　入札参加業者の資格審査及び決定

ア　入札参加業者の資格審査及び決定

　(ｱ)　入札参加業者の決定は、理事会等を開催し、あらかじめ上記(2)の規定により決定した
入札参加資格に基づき入札参加申請業者の資格審査を行ったうえ、その議決をもって行
うこと｡（※資格審査にあたっては、別紙１「入札参加資格の審査について」を参照）
　　　(ｲ)　入札参加資格に適合する入札参加申請業者は、すべて入札参加業者として決定し、入
札に参加させること。

　　　　　※入札参加資格に適合するにもかかわらず、法人の恣意的な判断で一部の業者を入札に参加させないことは認められない。

　　　(ｳ)　入札参加資格に適合する入札参加業者の数は、競争性を確保するため、できる限り２者以上確保すること。１者のみの場合は、原則、再度公告からやり直しとする。
　※ただし再度の公告にも関わらず１者のみであった場合は、この限りでない。
　　　(ｴ)　入札を実施する前に、入札参加予定業者から法人等に対し、工事費の提示や、工事費
についての交渉、又は業者間で工事について談合の相談をもちかけるなど、正常な一般
競争入札の執行を妨げる営業活動等を行う業者は、入札に参加させないこと。

　　　(ｵ)　法人の理事長又は理事等若しくはこれらの者の親族等が役員に就いている業者など、
法人の理事長又は理事等が特別の利害関係を有する業者は、入札に参加させないこと。

　　　(ｶ)　法人の理事長又は理事等若しくはこれらの者の親族等が建設業者（入札参加業者に限
らない）の役員に就いているなど特別の利害関係を有する場合には、当該理事長又は
理事等は、入札参加業者を決定するための理事会等の議決には参加できない。

イ　入札参加業者に対する通知及び入札参加業者名簿の八尾市への届出

　　　　理事会等の議決をもって入札参加業者を決定した後、各入札参加業者に対して、個別に
入札参加業者に決定した旨を書面にて通知するとともに、「入札参加予定業者（様式3）」を速やかに八尾市に届け出ること。

　　　　なお、上記の入札参加業者に対する通知書には、次の事項を記載しておくこと。
　　　(ｱ)　下記(5)に規定する設計図書等の交付及び工事概要等の説明を行う日時、方法、場所。
(ｲ)　設計図書等の交付及び工事概要等の説明を受けない業者は入札に参加できない旨。
　　　(ｳ)　入札を実施する日に当該通知書（写）を持参すべき旨。
　　　(ｴ)　その他必要な事項、例えば入札参加者が代表者でない場合は、委任状又は使用印鑑届の
提出など。
　(5)　入札参加業者に対する設計図書等の交付及び工事概要等の説明

　　ア　適正かつ公平な競争入札を実施するため、設計図書等を作成し、工事概要の説明を行
うこと。
　　　　　なお、法人より実施設計等の業務委託を受けた設計事務所が、建築・電気設備・機械設備又は構造関係等について外部へ再委託する場合は、当該設計事務所は、委託先を法人へ報告すること。
また、委託を受けた設計事務所及び再委託をうけたものについては、委託された設計業
　　　　務により知り得た内容を外部に漏洩しないこと。
イ　入札参加業者に対する設計図書等の交付及び工事概要等の説明

　　　(ｱ)　入札参加業者による談合を防止するため、入札参加業者が一同に会する現場説明会は開催せず、各入札参加業者に対して、個別に、設計図書等を交付して工事概要等を説明すること。

　(ｲ)　入札参加業者に対する設計図書等の交付及び工事概要等の説明の内容及び方法につい
ては、設計者と十分に調整しておくこと。

　　　(ｳ)　入札参加業者に対して交付する設計図書等及び説明する工事概要等（説明事項）は、
理事会等を開催してその議決をもって決定すること。

　　　(ｴ)　入札参加業者に対する説明事項は、「説明事項（様式4）」を工事概要説明を行うまでに八尾市に届け出ること。

ウ　入札参加業者に対する説明事項

　　　　入札参加業者に対する説明事項は、次のとおりである。



(ｱ)　工事又は設備（以下「工事等」という）の名称、場所、概要及び工期

　　　
(ｲ)　工事等の設計図書

　　　
(ｳ)　入札を実施する日時及び場所

　　　
(ｴ)　入札に関する条件

· 入札の当日に入札参加業者から、入札書の他、入札書に記載される入札金額に対応
する工事費内訳書（総括表、種目別内訳書及び科目別内訳書）を提出させる旨指示
しておくこと。

　　　
(ｵ)　入札結果の決定・発表方法
　　　
(ｶ)　予定価格の公表日時、方法、場所
　　　
(ｷ)　契約の内容（工事等の概要等）

(ｸ)　その他必要な事項

エ　入札参加業者に対する設計図書等の交付等から入札実施までの見積期間

　　　　入札参加業者が当該工事の見積をするために必要な期間（見積期間）は、建設業法施行令
第６条において、次のとおり定められているので十分に留意すること。

（建設工事の見積期間）

第6条  法第二十条第三項に規定する見積期間は、次に掲げるとおりとする。ただし、

やむを得ない事情があるときは、第二項及び第三項の期間は、五日以内に限り

り短縮することができる。

一　工事一件の予定価格が五百万円に満たない工事については、一日以上

二　工事一件の予定価格が五百万円以上五千万円に満たない工事については、十日以上

三　工事一件の予定価格が五千万円以上の工事については、十五日以上
オ　説明事項に対する質疑及び回答

　　　　入札参加業者に対して交付した設計図書等又は説明した工事概要等に対する入札参加
業者からの質疑は、書面又は電子媒体にて受け付けることとし、それに対する回答は、
入札参加業者に対する文書（電子媒体可）の配布又は掲示等の方法により、必ずすべて
の入札参加業者に周知すること。

(6)　予定価格の決定及び公表

ア　予定価格の決定

　　　(ｱ)　予定価格は、競争入札により工事請負契約を締結する場合に、その契約金額を決定
するための上限価格として算定するものである。

　　　(ｲ)　予定価格は、設計監理業者により積算した設計金額及び予算の範囲内で、理事会等を
　　　　開催してその議決をもって決定し、予定価格書として作成すること。
　　　　※予定価格は消費税及び地方消費税相当額を除いた金額で設定すること。

※予定価格の設定にあたって、設計監理業者により積算した設計金額と異なる金額を設定する場合、対外的に説明できる明確な根拠が必要であり、設計金額に割合を乗じるような設定方法は認められないので注意すること。
※法人の理事長又は理事等若しくはこれらの者の親族等が建設業者（入札参加業者に限らない）の役員に就いているなど特別の利害関係を有する場合には、当該理事長又は理事等は、予定価格を決定するための理事会等の議決には参加できない。

　　　(ｳ)　予定価格書は、下記ウの規定により予定価格を公表するまでの間、法人において
外部に漏洩することのないよう厳重に保管しておくこと。また、理事会等の議決に参加
した理事など予定価格書の内容を知り得たすべての者は、外部に漏洩しないこと。

イ　最低制限価格について

　　　　最低制限価格は、設定しないことが望ましい。
なお最低制限価格を設定する場合は、予定価格の決定同様、明確な根拠により算出した金額にて理事会等の承認により決定することとし、公表するまでの間、法人等において､外部に漏洩することのないよう厳重に保管しておくこと。
ウ　予定価格等の事後公表
　　　(ｱ)　アの規定に基づき決定した予定価格は、入札により落札業者が決定後速やかに公表すること。
　　　(ｲ)　イに定める最低制限価格を設定した場合は予定価格の公表時に併せて公表すること。
　　　(ｳ)　入札の結果、予定価格の制限範囲内の価格での入札がなかった場合等により、再度の
入札を行う場合は、再入札の開札日（落札業者決定後）に公表すること。
(ｴ)　予定価格等の公表方法は、入札結果の発表時に口頭で行うとともに、各入札参加業者に文書（電子媒体可）で入札結果の配布を行うことが望ましい。また法人の事務所等の玄関前への掲示やホームページでの掲載等、透明性の確保に努めること。
(7)　入札の実施及び入札結果等の報告

ア　入札の立会

　　　　適正な入札事務の執行を確保するため、入札執行者（理事長）以外に入札立会人として

理事長以外の複数の理事や監事、評議員等役員を必ず立ち会わせること。
　また、できる限り市職員を立ち会わせることが望ましい。
イ　入札の実施

　　　　入札は、次の方法で実施すること。

　　　　(ｱ)　理事会等の議決により作成した予定価格書は、封印したまま入札場所に持参する。

　　　　(ｲ)　入札参加業者から入札参加通知書（写し）の提出を受けるとともに、代理人による
　　　　　入札の場合には委任状の提出を受け、入札参加業者を確認したうえ、入札に関する注
意事項を説明し、次の手順により入札を行うこと。

　　　　　　a　各入札参加業者から入札書及び入札書に記載される入札金額に対応する工事費
内訳書（総括表、種目別内訳書及び科目別内訳書）の提出を受ける。

（※入札金額は消費税及び地方消費税相当額を除く金額で記載。）

　　　　　　b　すべての入札参加業者による入札が終了した後、直ちに当該入札場所において
すべての入札参加業者の立会いの下で開札し、法人の入札執行担当職員が入札金
額を読みあげる。

ｃ　予定価格書に記載された予定価格との照合を行う。
　　　　　　ｄ　落札業者の決定、及び予定価格等の公表
(a)入札が有効に成立した際には、予定価格の範囲内で最低の価格で入札した業　者を決定し、予定価格等と併せ発表する。
(b)落札業者となりうる業者が２者以上ある場合には、必ずくじ引きで落札業者を決定する。（入札者は、くじを引くことを辞退することはできない。）
　なお、入札が不調になり、設計変更等積算内容などを変更するときは、新たな入札条件により入札を実施することになるので、「（３）入札参加業者募集の公告」から手続きをやり直すこと。
　ウ　入札の不成立

　　　　　入札が不調になり、設計変更等積算内容などを変更するときは、新たな入札条件により入札を実施することになるので、「(３)入札参加業者募集の公告」から手続きをやり直すこと。
　　　　　また、入札談合があると疑うに足る事実があるときは、落札業者の決定を保留し、八尾市に直ちに報告し、その指導に従うこと。
エ　入札結果等の八尾市への報告及び公表等

　　　(ｱ)　入札を実施した後直ちに、入札が適正に行われた旨の立会人全員の自筆の署名ととも

に、入札結果（入札参加業者名、落札業者名、予定価格、入札金額及び落札金額）を、

当該落札業者の役員名簿及び予定価格を決定した理事会等の議事録を添付して、「入札結果報告書（様式５）」により八尾市に報告し、その指導に従うこと。
　　　(ｲ)　法人は、当該入札の結果（入札参加業者名、落札業者名、入札金額及び落札金額）を「入札結果（様式５の２）」により公表すること。

　　　(ｳ)　公表の方法としては、法人の事務所等の玄関前への掲示やホームページでの掲載、事務所内に閲覧場所を設ける等の方法が考えられる。

　　　　　なお、八尾市においても、当該入札結果（入札参加業者名、落札業者名、入札金額、落札金額）は一般の閲覧に供することとする。

(8)　工事請負契約の締結

ア　工事請負契約書等の案の八尾市への提出

　　　　工事請負契約を締結する際には、必ず事前に工事請負契約書(案)及び工事費内訳書(案)を八尾市に提出し、その指導に従うこと。八尾市の指導を受けずに内容に不備のある契約が行われた場合には、契約のやり直しを求めることがあるので、注意すること。
（別紙２「契約の締結等について」参照。）

イ　工事請負契約の締結

　(ｱ)　工事請負契約の締結にあたって法人は、理事会等を開催してその議決を得た上で、上記(7)に規定する入札の結果による落札業者と工事請負契約を締結すること。

　　　(ｲ)　工事請負契約の締結にあたっては、契約の内容に適合した履行を確保するため、工事請負業者に履行保証保険契約を締結させる、又は入札参加業者以外の工事完成保証人を置く等の措置を講ずること。
(ｳ)　工事請負契約書に押印する印鑑は、法人、工事請負業者及び設計監理業者において、
法務局に登録している印鑑（実印）を使用すること。工事請負業者及び設計監理業者については本社（本店）が遠隔地にあり、やむを得ず支社（支店）で契約する場合は本社（本店）の委任状を必要とするとともに、法務局に登録している印鑑（実印）を使用しない場合、併せて使用印鑑届を提出すること。
　　　　　なお、工事請負代金の請求書及び領収書についても、上記の印鑑を使用すること。

　　　(ｴ)　法人は、工事請負業者に対し、一括下請負（丸投げ）を禁止する旨明確に意思表示するとともに工事請負契約書（約款等）にその旨明記すること。

ウ　工事請負契約書（写）等の八尾市への提出、及び契約結果の公表
　法人は、工事請負契約を締結した後、速やかに次の書類を八尾市に提出すること。
(ｱ)　工事請負契約書(写し)及び設計監理契約書(写)
※工事請負業者及び設計監理業者が支社（支店）で契約する場合は、本社（本店）から委任状(写)及び使用印鑑届(写)
(ｲ)　契約時に履行保証保険に加入する場合は履行保証保険証書（写） 
(ｳ)　「入札・契約結果（様式５の３）」
(ｴ)　その他、必要に応じて八尾市が指示する書類

※　契約関係書類・委任状及び使用印鑑届・履行保証保険証書・建築確認済証等の写しは全て原本証明のこと。
また法人は、当該入札の結果及び締結した工事請負契約相手等（入札参加業者名、落札業者名、契約金額等）を「入札結果（様式５の３）」に記載し、法人の事務所等の玄関前への掲示やホームページでの掲載、事務所内に閲覧場所を設ける等の方法により公表すること。　なお、八尾市においても、当該入札・契約結果（入札参加業者名、落札業者名、契約金額等）は一般の閲覧に供することとする。
(9)　 その他の手続

　　　整備等事業に係る収入及び支出については、法人の自己資金を含め、専用の金融機関（銀行等）の口座を通じて行うこと。
（別紙２「契約の締結等について」参照）


　　補助金交付決定通知書を受領した後、建設工事の着工までの間、各法令に基づき、速やかに以下の諸手続を進めること。
(1)　建築確認申請など建設工事の着工に諸手続きが必要な場合
　　ア　建築確認申請の手続において、担当課の指示に従い手続を進めること。
イ　建築確認済証が交付され次第、その写し（１部）を八尾市に提出すること。
　(2)　独立行政法人福祉医療機構のより借入を行う場合
　　　　　借入申込を希望する法人は、補助金交付決定通知書を受領した後、速やかに福祉医療機構に借入申込書を提出すること。
なお、工事請負契約の締結は、福祉医療機構の受付印が押印されたハガキ（受理票）が返送された後に行うこと。受理票が返送される前に工事請負契約を締結する場合には、事前に、独立行政法人福祉医療機構の了解を得ること。了解を得ることなく着工した場合には、融資対象外となる場合があるので、注意のこと。
※独立行政法人福祉医療機構大阪支店　相談窓口　（06-6252-021６・0219）

（1）　法人は、工事が着工した後、直ちに次の書類を八尾市に提出しなければならない。

ア　「着工届（様式６）」

イ　工事発注者、工事請負業者及び設計監理業者の押印のある工事工程表

ウ　「工事下請業者報告書（様式７）」
エ　建築確認申請が必要な場合は、建築基準法に規定する確認済証（写）
オ　所轄消防署への着工届（写）　

（※簡易な改修工事で届出不要の場合は省略可）

（2） 八尾市は、補助事業が完了した時点で工事請負業者及び設計監理業者の立会の下、履行確認のため補助事業検査（現地検査）を行う。
　　　　なお、法人は、別紙３「補助事業検査にあたっての留意事項」に従い、検査に必要な資料を事前に八尾市に提出するとともに、検査当日に必要な資料を準備しておくこと。
また工事着工中に下請業者に変更があった場合は、適宜「工事下請業者報告書（様式７）」により八尾市に届け出ること。
　（3） 現地検査時には、工事請負業者からの「工事完了届」の写しを原本証明した上で、八尾市に提出すること。

（4） なお、八尾市は、上記以外に、必要に応じて立入調査を行うことがある。

　　以上に述べた諸手続のうち、八尾市に届出又は提出すべき事項及び届出又は提出の時期をま
とめると、以下のとおりである。

(１)　入札参加業者募集の公告の前に届け出すべき事項

　ア　「スケジュール表（様式１）」
　イ　「入札参加業者募集の公告事項（様式２）」
　ウ　上記ア・イについて意思決定した理事会等の議事録(写)＊
(２)　入札参加業者に対する設計図書等の交付及び工事概要等の説明の前に届け出すべき事項

　エ　「入札参加予定業者（様式３）」、及び入札予定業者が参加資格を満たしていることを示した資料

　オ　「説明事項（様式４）」
　カ　上記エ・オについて意思決定した理事会等の議事録(写)＊
(３)　入札を実施した後速やかに届け出すべき事項

キ　「入札結果報告書（様式５）」
　ク　落札業者の役員名簿＊
　ケ　工事請負契約書（案）及び工事費内訳書（案）

　コ　上記キ～コ及び入札予定価格について意思決定した理事会等の議事録(写)＊
(４)　工事請負契約を締結した後直ちに届け出すべき事項

　サ　工事請負契約書・工事費内訳書（写）＊
　シ　設計監理契約書（写）＊
　ス　契約時に履行保証保険に加入する場合は履行保証保険証書（写）＊
　セ　入札・契約結果「様式５の３」
　ソ　その他、必要に応じて八尾市が指示する書類＊
(５)　工事に着工した後速やかに届け出すべき事項

　タ　「着工届（様式６）」
チ　工事発注者、工事請負業者及び設計監理業者の押印のある工事工程表＊
ツ　「工事下請業者報告書（様式７）」
テ「　建築確認済証　（※建築確認申請が不要の場合は省略）＊
ト　所轄消防署への着工届　（写）（※手続き不要の場合は省略）＊
(６)　 補助事業検査の際に届け出すべき事項

　ナ　検査に必要な資料（※（例）図面・建築検査済証・消防用設備等検査済証等）
ニ　工事請負業者からの工事完了届（写）
ヌ　工事下請業者報告書　（様式７）（ ※(５)で提出以降、変更なければ省略可）
＊契約関係書類、その他提出書類のうち、写しを提出するものは、全て『原本証明』のこと。
                ＜問い合わせ先＞

              　　八尾市健康福祉部障がい福祉課
　　　　　　　　　TEL　０７２－９２４－３８３８（直通）
　　　　　　　　　FAX　０７２―９２２－４９００
別紙１

入札参加資格の審査について

入札参加資格の審査のうち、入札参加申請業者が「入札参加業者募集の公告の日から入札を実施する日までの期間において、建設業法による営業停止の行政処分を受けていない者」であるかの確認については、以下のHPで行なうこと（なお、直接大阪府住宅まちづくり部及び国土交通省近畿地方整備局並びに八尾市の担当課への電話照会はしないこと。）。

建設業法に基づく営業停止処分

（１）大阪府知事許可業者の場合

大阪府ホームページ（http://www.pref.osaka.jp）⇒産業・労働・まちづくり⇒

建設・まちづくり・不動産 ⇒ 入札・契約情報（住宅まちづくり部）⇒ 建設業処分業者一覧
（２）国土交通省大臣許可業者の場合

国土交通省近畿地方整備局（http://www.kkr.mlit.go.jp）⇒ 記者発表

大阪府建設工事等指名停止措置

大阪府ホームページ（http://www.pref.osaka.jp）⇒ 産業・労働・まちづくり内の入札・契約 ⇒ 大阪府電子調達（電子入札）システム〔ポータルサイト〕⇒【建設工事等】の情報を調べる ⇒ 入札参加停止情報 ⇒ 大阪府建設工事等入札参加停止措置一覧表
八尾市建設工事等指名停止措置

八尾市ホームページ（http://www.city.yao.osaka.jp）⇒ 契約検査課 ⇒ 入札参加停止・入札排除措置情報

別紙２

 eq \o\ad(契約の締結等について,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
１　契約の締結（契約書の作成等）について

　(1)　補助事業に係る契約については、必ず契約書を作成すること。

　　 　なお、請負業者等相手方が代表者でないとき（支店長等のとき）は、委任状等により契約締結権があるか確認しておくこと。

(2) 契約日、履行期間及び代金支払日は、補助金交付決定日以降とすること。契約日、履行期間又は代金支払日が補助金交付決定日より前となっている場合には、補助対象とならないので注意すること。

　(3)　工事請負契約の内訳明細書は、補助金算定上の工事区分に従い内容を整理しておくこと。

　(4)　支払条件は、補助金の交付時期及び工事の進捗を十分考慮したものとすること。

　　　 なお、補助金の支払いは補助事業が完了し、補助金額の確定をした後になる。


(目安: 補助事業完了後およそ2ヵ月後)

　(5)　契約書には一括下請負を禁止する旨明記すること。

（建設業法第22条第３項の規定は適用しない）

　(6)　建築基準法・消防法等に基づく検査合格後に、当課の補助事業検査が実施されることを考慮して工期を設定すること。

２　専用口座について　

(1)　整備事業に係る収支(補助金の受入、工事代金等の支払)については、専用の金融機関（銀行等。郵便局は除く。）の口座を通じて、振込により行うこと。（直接現金での支払いは行わないこと。）なお、口座名義は、次のとおりとすること。

　　　　例)「株式会社○○　代表取締役　○○○○」

　(2)　口座に名義変更等が生じる場合には必ず事前に八尾市の担当者に連絡すること。

　(3)　補助金を受け入れたときは、(1)の口座に滞留することなく、その日のうちに業者への支払いを完了すること。このため、金融機関（銀行等）との事前調整を十分に行っておくこと。

　(4)　支払完了後2週間以内に、業者への支払状況を八尾市に報告すること。この場合、添付資料として、業者からの請求書（写し）及び領収書（写し）、銀行振込通知書（写し）等を提出すること。なお、報告書の様式については、改めて通知する。

　(5)　法人格を持たない設計監理事務所に報酬を支払う時は、法人が源泉徴収した上で支払う必要があるので、十分に注意すること。
別紙３

補助事業検査にあたっての留意事項

1　補助事業検査の日程の連絡

検査予定日の3週間前までに、障がい福祉課の担当まで希望日時を連絡すること。

２　補助事業検査時の体制

（１）障がい福祉課の職員（２～３名）が行う。

（２）法人、設計監理業者及び工事請負業者が立ち会うこと。

　　

３　検査に際し事前に提出する資料

（１）検査日の概ね1週間前までに次の資料を障がい福祉課の担当まで提出すること。

（２）提出資料

　　・建築・設備設置図面（各階ごと）

　　・法定検査関係書類（※建築確認済証及び消防検査済証(写)等。不要の場合は省略可）

・契約書及び工事費内訳明細書（写）

※ 上記提出資料は、補助金申請時に提出した以降に変更がある場合のみ提出

· なお、変更がある場合は、速やかに障がい福祉課の担当に申し出、変更の手続きを行うこと。

　　

４　検査当日準備する資料

　　○　工事請負契約書及び工事費内訳明細書（原本）

○　設計監理契約書（原本）

○　履行保証保険証書（原本）　　　　　　　　　

○　法定検査関係書類（※建築確認済証及び所轄消防署による消防検査済証　等）

　




１　は　じ　め　に














 ２　工事請負契約の締結までの手続き














 ３　各法令に基づく諸手続き














 ４　着工届の提出及び補助事業検査














 ５　八尾市への届出事項及びその時期（まとめ）
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